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＜相談支援＞
１　年齢層別相談支援人数（実人数／延人数）

実人数・延回数ともに減少しているが、成人期の件数は増加している。（延回数で58回）

４　相談主訴内訳数

２　診断名別相談支援者数（実人数）

０～３歳 

（幼児期

前期） 
50 
5% 

４～６歳 （幼

児期後期） 
62 
6% 

７～１２歳 

（小学生） 
171 
16% 

１３～１５歳 

（中学生） 
70 
7% 

１６～１８歳 
73 
7% 

１９歳以上 
614 
59% 

平成24年度年齢層別相談内訳 

（実人数 n=1040人） 

０～３歳 （幼

児期前期） 
53 
3% 

４～６歳 （幼

児期後期） 
79 
4% ７～１２歳 

（小学生） 
248 
12% 

１３～１５歳 

（中学生） 
110 
5% 

１６～１８歳 
96 
5% 

１９歳以上 
1412 
71% 

平成24年度年齢層別相談内訳 

（延回数 n=1998回） 

自閉症（知的障

がい有） 

22 
2% 

自閉症（知的障

がい無し） 

21 
2% 

自閉症（知的障

がい不明） 

3 
0% 

アスペル

ガー症候群 
103 
10% 

広汎性発達障

害（知的障が

い有） 
56 
6% 

広汎性発達

障害（知的

障がい無し） 
157 
15% 

広汎性発達障害（知

的障がい不明） 
24 
2% 

注意欠陥多動性

障害（ＡＤ／Ｈ

Ｄ） 

43 
4% 

学習障害（ＬＤ

） 

13 
1% 

その他（発達性

言語障害・協調

運動障害等） 

1 
0% 

不明（未診

断も含む） 
597 
58% 

平成24年度相談者の診断名 

（実人数 n=1040人） 

０～３歳 

（幼児期

前期） 
49 
4% 

４～６歳 （幼

児期後期） 
133 
12% 

７～１２歳 

（小学生） 
171 
16% 

１３～１５歳 

（中学生） 
79 
7% 

１６～１８歳 
62 
6% 

１９歳以上 
596 
55% 

平成23年度年齢層別相談内訳 

（実人数 n=1090人） 

０～３歳 （幼

児期前期） 
59 
3% 

４～６歳 （幼

児期後期） 
234 
11% 

７～１２歳 

（小学生） 
284 
13% 

１３～１５歳 

（中学生） 
122 
6% 

１６～１８歳 
100 
4% 

１９歳以上 
1354 
63% 

平成23年度年齢層別相談内訳 

（延回数 n=2153回） 

自閉症（知的障

がい有） 

33 
3% 

自閉症（知的障

がい無し） 

15 
1% 
自閉症（知的障

がい不明） 

3 
0% 

アスペル

ガー症候

群 
78 
7% 

広汎性発達障

害（知的障が

い有） 
82 
8% 

広汎性発達

障害（知的

障がい無し） 
170 
16% 

広汎性発達障害（知

的障がい不明） 
19 
2% 

注意欠陥多

動性障害（Ａ

Ｄ／ＨＤ） 

38 
3% 

学習障害

（ＬＤ） 

13 
1% 

その他（発達性

言語障害・協調

運動障害等） 

0 
0% 

不明（未診

断も含む） 
639 
59% 

平成23年度相談者の診断名 

（実人数 n=1090人） 
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＜発達支援＞ Ｈ24年度はグループワークを7月から開始したためＨ２３年度よりも延べ回数が少ない。

＜調整会議＞ 調整会議（支援者会議）も成人期が増加（23年度の約2倍の増加）。

＜個別支援調整会議＞ 個別支援の調整会議も成人期の件数が増加している（23年度の約２倍）。

＜発達ノート発行数＞
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＜その他＞

１　平成24年度　発達障がい者巡回相談支援事業

２　平成24年度　児童発達支援整備促進事業

　　・研修実施事業者２事業者（更生療育センター、都島子ども園）

　　・研修参加状況

延べ巡回回数

164

24

　児童発達支援事業/放課後等デイサービス事業

　放課後等デイサービス事業

30

3

　保育園

　成人施設（再掲）

巡回施設か所数

46

18

・相談支援の実人数が平成23年度、平成24年度ともに約1000件と推移してきている。 

 内訳では、幼児期から学齢期までは減少傾向にあり、既存の保育所や幼稚園等の関係機関にお

ける対応力の高まりが影響していると考える。一方、成人期については実・のべともに相談が増加

しており、40-50代の方の相談が増えている印象がある。 
  
 

・相談の主訴については、「情報提供」「家庭生活」「健康・医療」の相談が多く、３つの実人数・相談

件数を合計すると概ね23年度24年度ともに同程度の件数となる。近年「発達障がい」の情報が広ま

りつつある中、情報提供にとどまらず、より丁寧に1件1件時間をかけて相談を受けることにより、相

談主訴がはっきり分類された結果と考える。中には、情報提供からその後の家庭生活の相談や健

康・医療の相談に理解を促し就労を目指す事例も増えてきている。 
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３　相談者内訳数
その他関係機関 その他関係機関
幼・保 0 幼・保 2
療育機関 2 療育機関 1
小学校 3 小学校 4
中学校 0 中学校 0
高校 3 高校 2
特別支援 0 特別支援 1
専門・大学 3 専門・大学 4
通所施設 5 通所施設 12
入所施設 2 入所施設 5
保健所 10 保健所 11
医療機関 8 医療機関 4
行政機関 1 行政機関 1
企業 10 企業 4
その他 42 その他 84
合計 89 合計 135

４　相談主訴内訳数
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323 
31% 

家族

等 
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65% 

平成23年度相談者内訳 

（実人数 n=1090人） 
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＜研修＞

＜就労支援＞

＜機関コンサルテーション＞
成人期ケースについては個別支援会議の中で個別の支援について助言するケースが多い。
マンパワーの関係もあり機関コンサルテーションについては全体数が減少している。
社会資源不足のために相談ケースの支援がスムーズに進まない現状もあり、機関支援の強化が望まれる。

＜発達ノート発行数＞

22年度 23年度 24年度
144 92 75
215 307 382

年度発行数
累計

21年度（1月～3月）
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71
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